
法令及び定款に基づくインターネット開示事項

第37期（令和３年１月１日～令和３年12月31日）

① 連結計算書類の「連結株主資本等変動計算書」

② 連結計算書類の「連結注記表」

③ 計算書類の「株主資本等変動計算書」

④ 計算書類の「個別注記表」

株式会社アプリックス

法令及び定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（https://www.aplix.co.jp/）に掲載することにより、株主の皆様に提供してい

るものであります。



連結株主資本等変動計算書

（令和３年１月１日から
令和３年12月31日まで）

（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 2,443,403 1,384,036 △1,665,865 △26,254 2,135,320

連結会計年度中の変動額

新株の発行 1,736 1,736 3,472

親会社株主に帰属する
当期純損失

△106,739 △106,739

自己株式の取得 △77 △77

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純
額）

連結会計年度中の変動額合計 1,736 1,736 △106,739 △77 △103,344

当連結会計年度期末残高 2,445,139 1,385,773 △1,772,605 △26,331 2,031,976

その他の包括利益累計額
新株予約権

非支配株主
持分

純資産合計
為替換算
調整勘定

そ の 他 の 包 括
利益累計額合計

当連結会計年度期首残高 ― ― 24,394 6,522 2,166,237

連結会計年度中の変動額

新株の発行 3,472

親会社株主に帰属する
当期純損失

△106,739

自己株式の取得 △77

株主資本以外の項目の
連結会計年度中の変動額（純
額）

― ― △8,733 △263 △8,996

連結会計年度中の変動額合計 ― ― △8,733 △263 △112,341

当連結会計年度期末残高 ― ― 15,660 6,259 2,053,896

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．継続企業の前提に関する注記

当社グループは、総合エンターテインメント事業を中心とした事業から、スマートフォン用のアプ

リケーションやクラウドサービス開発等のIoTソリューションを中心とする事業への転換を行ってま

いりました。当該事業転換に伴い、ゲーム、アニメーション及び出版の事業会社売却、旧来のソフト

ウェア事業を推進していた海外子会社の清算、非収益部門の廃止や本社移転等、様々な施策を行って

きたこと等により、令和元年12月期まで８期連続となる営業損失の計上が継続していたものの、前連

結会計年度である令和２年12月期において営業損益を始めとして各損益すべてにおいて黒字化を達成

いたしました。しかしながら、当連結会計年度においては、前連結会計年度と比較して売上高は

3,504,680千円（前連結会計年度の売上高3,384,712千円）と3.5％増加し、また、営業キャッシュ・

フローは59,862千円の黒字化となったものの、営業損失102,053千円（前連結会計年度の営業利益

54,280千円）、経常損失は104,204千円（前連結会計年度の経常利益39,686千円）、親会社株主に帰属

する当期純損失は106,739千円（前連結会計年度の親会社株主に帰属する当期純利益84,221千円）と

いずれの損益についても損失を計上したこと等の理由から、依然として継続企業の前提に重要な疑義

を生じさせるような事象又は状況が存在しているものと認識しております。

当社グループでは、当該状況を解消及び改善するために、当社の強みである組込み＆エッジからク

ラウドまでワンストップで開発できる開発力及び技術力と、MVNO事業者として保有するモバイルデー

タ通信技術を効果的に組み合わせることで事業展開をより強力かつ効率的に推進することを目的とし

て、令和４年12月期第１四半期よりセグメント事業を従来のテクノロジー事業及びソリューション事

業から変更し事業構造の見直しを図ることを決定しました。新たな事業セグメントは、IoT化等のニ

ーズを持つ個別の顧客に対して当社の開発力及び技術力を提供する「エンジニアリングサービス事

業」、主に子会社であるスマートモバイルコミュニケーションズ株式会社（以下「SMC」）がMVNO事業

者として提供する携帯電話やSIMカードの販売を中心とする「MVNO事業」、そしてこれら２事業の要素

を組み合わせ、IoT化に必要となる組込み＆エッジ，IoTクラウドプラットフォーム，モバイルデータ

通信の各領域における製品やサービス、技術等の強化、拡充を通じてIoTのライフサイクル（計測→

収集→蓄積→分析→活用→制御）を総合的に提供する「Aplix IoT プラットフォーム事業」、以上３

つの事業であり、今後はこれら３事業における以下の取り組みを通じて収益性の改善に努めてまいり

ます。

エンジニアリングサービス事業においては、すでに現状において実績を積み上げている受託開発の

ほか、当社が保有する組込み・エッジ技術、クラウドプラットフォームやモバイルデータ通信等のサ

ービス・技術に加えて、顧客が求めるシステムを実現するために必要な技術を個々に提供し、顧客が

実現したいサービスや仕組みの開発・運営管理等を行うシステムエンジニアリングサービスを提供し

てまいります。

MVNO事業においては、回線・端末・コンテンツ等の仕入及び様々な通信プランの設計を行い、携帯

電話端末やSIMカードの販売や各種通信サービスの提供を行うとともに、他社ブランド向けの通信サ
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ービス提供、契約管理から収納管理までの一連のバックオフィス業務を行うことができる仕組みを構

築しているという強みを活かし、直販や代理店販路だけではなくOEM販路についても今後さらに強化

してまいります。これらの施策を実行することで、安定的に収益獲得が可能な月額利用料金等のスト

ック収益の増大を目指してまいります。

Aplix IoT プラットフォーム事業においては、当社の主要製品であるロケーションビーコン

「Mybeaconシリーズ」やモニタリングプラットフォームサービス「HARPS」の提供を進めていくととも

に、当社がこれまで培ってきたIoT開発技術とMVNO事業者として保有するデータ通信技術を組み合わ

せ、個別の顧客に対して製品企画・設計・製造・販売、またシステム開発・運営管理等を総合的に提

供してまいります。

当社では、これらの対応策を実行していくことにより売上高の増加、収益性の改善及び営業キャッ

シュ・フローの増加等が可能となり、ひいては当社の財務健全性の向上が実現できるものと考えてお

りますが、事業計画については今後の経済環境の変化による影響を受ける等により、計画どおりに推

移しない可能性があり、この場合当社の財務状況や資金繰り等に影響を及ぼす可能性があります。し

たがって現時点においては、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識しており

ます。

なお、連結計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実

性の影響を連結計算書類に反映しておりません。

２．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

・連結子会社の数 ２社

・主要な連結子会社の名称
株式会社BEAMO
スマートモバイルコミュニケーションズ株式会社

② 主要な非連結子会社の名称等
該当事項はありません。

(2) 持分法の適用に関する事項
① 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数

該当事項はありません。
② 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等

主要な会社等の名称
（関連会社）
DENDENモバイル株式会社
持分法を適用していない関連会社（DENDENモバイル株式会社）は、当期純損益（持分に見合う

額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及
ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためであります。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券
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その他有価証券

・時価を把握することが極めて
困難と認められるもの

移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産
・商品及び製品 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
・仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物及び構築物 9～10年
機械、運搬具及び工具器具備品 2～8年

ロ．無形固定資産
定額法を採用しております。
なお、主な償却年数は次のとおりであります。
のれん 10年
顧客関連資産 6年
ソフトウェア 5年

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

ロ．受注損失引当金 受注案件に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末
における受注案件に係る損失見込額を計上しております。な
お、当連結会計年度末においては計上しておりません。

ハ．賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計

上しております。

④ その他連結計算書類の作成のための重要な事項
イ．重要な収益及び費用の計上基準
・受注制作のソフトウエアに係る収益及び費用の計上基準

・当連結会計年度末までの進
捗部分について成果の確実
性が認められる契約

工事進行基準

・その他の契約 工事完成基準

ロ．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

ハ．消費税等の会計処理 税抜方式

ニ．連結納税制度の適用
当連結会計年度から連結納税制度を適用しております。

ホ．連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用
当社及び連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８号）において創

設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見
直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会
計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号 2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税
効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 2018年２月16日）第44項
の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規定に基づい
ております。
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３．表示方法の変更に関する注記

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当連結

会計年度から適用し、連結注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

４．会計上の見積りに関する注記

(1) のれん及び顧客関連資産の評価
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（千円）

当連結会計年度

のれん 467,796

顧客関連資産 124,674

連結貸借対照表の無形固定資産に、連結子会社（スマートモバイルコミュニケーションズ株式会
社）の企業結合に伴い識別した、のれん及び顧客関連資産を計上しております。

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

企業結合時に識別したのれん及び顧客関連資産について、償却期間６～10年とした償却を
実施した残存価額を、連結貸借対照表の無形固定資産に計上しております。

また、減損の判定を行っており、経営環境の著しい悪化等の減損の兆候がある資産又は資
産グループについて、当該資産又は資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フロ
ーの総額がこれらの帳簿価額を下回る場合には、減損損失を認識することとしています。

ロ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
将来キャッシュ・フローの見積りについては、直近の事業計画達成状況、契約の獲得実績

や獲得予測、対象会社を取り巻く経営環境、及び市場の動向などに基づき策定された翌連結
会計年度の事業計画等を基礎として算出しております。

ハ．翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
将来キャッシュ・フローの見積りに係る主要な仮定は、不確実性が高く、事業計画との乖

離が生じる可能性があります。事業計画との乖離が生じた場合、翌連結会計年度に減損損失
が発生する可能性があります。

(2) 有形固定資産および無形固定資産の評価
① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

（千円）

当連結会計年度

有形固定資産および無形固定資産 31,595

減損損失 12,729

② 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
イ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

事業の区分をもとに概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって資
産のグルーピングを行い、割引前将来キャッシュ・フローを見積っております。減損の兆候
を把握し、割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回った場合、回収可能価額まで帳
簿価額を減額し、当該減少額を減損損失に計上しております。

ロ．当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
割引前将来キャッシュ・フローの見積りの基礎である営業活動から生ずる損益は、経営

環境、市場環境の予測などを考慮した社内で承認された事業計画に基づいて算出しておりま
す。市場環境の予測は主に景気動向や需給動向の予測を含んでおります。また、回収可能価
額は使用価値と正味売却価額を比較し、いずれか高い方の金額を採用しております。これら
は当社グループが入手可能な情報に基づいた一定の仮定と経営者の判断を伴うものでありま
す。

ハ．翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
将来キャッシュ・フローの見積りに係る主要な仮定は、不確実性が高く、事業計画との

乖離が生じる可能性があります。事業計画との乖離が生じた場合、翌連結会計年度に減損損
失が発生する可能性があります。
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５．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 23,408千円

(2) 担保資産及び担保付債務
担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

現金及び預金 200,000千円

計 200,000千円

短期借入金 200,000千円

計 200,000千円

６．連結損益計算書に関する注記

減損損失の注記
当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

場所 用途 種類 金額

東京都新宿区 事業用資産 ソフトウエア 12,729千円

当社グループは事業の区分をもとに概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位によって
資産のグルーピングを行っております。遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っており
ます。

営業活動から生ずる損益が継続してマイナス又はマイナスとなる見込みである資産グループについて
は、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

なお、当該資産の回収可能価額は、使用価値により測定しており、割引率は8.7％を使用しておりま
す。

７．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 22,138,630株 13,200株 ―株 22,151,830株

(2) 自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 18,049株 376株 ―株 18,425株

(3) 当連結会計年度末日における新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除く）に

関する事項

・第S-1回新株予約権（平成28年８月10日取締役会決議分）

普通株式 215,000株

・第S-4回新株予約権（令和元年12月10日取締役会決議分）

普通株式 211,800株

・第S-5回新株予約権（令和元年12月10日取締役会決議分）

普通株式 87,400株
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８．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、将来の投資に備えるための余剰資金を一定比率の流動性確保を前提に安全か
つ有利に運用し、その果実及び差益をもって当社グループの発展に資することを資金運用の基本
方針としております。

② 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
現金及び預金は、主として普通預金であり、預入先の信用リスクに晒されております。また、

外貨建の現金及び預金は、為替変動の市場リスクにも晒されております。
売掛金は、営業債権であり、顧客の信用リスクに晒されております。また、外貨建の売掛金

は、為替変動の市場リスクにも晒されております。
投資有価証券は、その他の有価証券並びに業務上の関係を有する企業の株式等であり、発行体

の信用リスクに晒されております。
買掛金並びに未払金は、ほとんどが１年以内の支払期日となっている営業債務であります。ま

た、外貨建の買掛金並びに未払金は、為替変動の市場リスクに晒されております。
短期借入金は、運転資金に必要な資金調達を目的としたものであり、１年以内の支払期日であ

ります。
未払法人税等は、１年以内の納付期限となっている法人税、住民税及び事業税に係る未払金で

あります。
③ 金融商品に係るリスク管理体制
イ．市場リスクの管理

為替変動の市場リスクについては、基本方針、リスク管理体制、権限等を定めた為替リスク管
理規程に従い、財務経理部門執行役員の管理の下、担当部署が為替相場の現状及び見通しに基づ
いた外貨の売買を行っております。為替リスクの管理状況は、都度、執行役員会議へ報告してお
ります。
ロ．信用リスクの管理

売掛金の顧客の信用リスクについては、取引の開始、売上債権の管理等を定めた販売管理規程
に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行い、回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま
す。

資金運用として保有する投資有価証券の信用リスクについては、有価証券運用管理規程に従
い、運用を行っております。

預金の信用リスクについては、預入先を国際的に優良な金融機関に限定しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
令和３年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません
（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額
（千円）(*1)

時価
（千円）(*1)

差額
（千円）

① 現金及び預金 1,341,244 1,341,244 ―

② 売掛金 577,185 577,185 ―

③ 破産更生債権等 948,411 948,411

貸倒引当金(*2) △948,411 △948,411

― ― ―

④ 買掛金 (288,247) (288,247) ―

⑤ 短期借入金 (200,000) (200,000) ―

⑥ 未払金 (56,585) (56,585) ―

⑦ 未払法人税等 (19,308) (19,308) ―

(*1) 負債に計上されているものについては、( ) で示しております。
(*2) 破産更生債権等に対応する貸倒引当金を控除しております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
①現金及び預金、②売掛金、④買掛金、⑤短期借入金、⑥未払金、⑦未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら、当該帳簿価額によっております。
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③破産更生債権等
破産更生債権等については、個別に回収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定している

ため、時価は連結決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除した金額に
近似しており、当該価額をもって時価としております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

連結貸借対照表計上額（千円）

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

① 非上場株式 10,000

計 10,000

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができ
ず、時価を把握することが極めて困難と認められることから、本表には含めておりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内
（千円）

１年超５年以内
（千円）

現金及び預金 1,341,244 ―

売掛金 577,185 ―

合計 1,918,430 ―

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 91円81銭

(2) １株当たり当期純損失 4円83銭

10．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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株主資本等変動計算書

（令和３年１月１日から
令和３年12月31日まで）

（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金

利益剰余金合計

繰越利益剰余金

当事業年度期首残高 2,443,403 1,384,036 1,384,036 △1,782,199 △1,782,199

事業年度中の変動額

新株の発行 1,736 1,736 1,736

当期純損失 △70,879 △70,879

自己株式の取得

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 1,736 1,736 1,736 △70,879 △70,879

当事業年度期末残高 2,445,139 1,385,773 1,385,773 △1,853,078 △1,853,078

株 主 資 本

新株予約権 純資産合計

自己株式 株主資本合計

当事業年度期首残高 △26,254 2,018,987 24,394 2,043,381

事業年度中の変動額

新株の発行 3,472 3,472

当期純損失 △70,879 △70,879

自己株式の取得 △77 △77 △77

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額(純額)

△8,733 △8,733

事業年度中の変動額合計 △77 △67,484 △8,733 △76,217

当事業年度期末残高 △26,331 1,951,503 15,660 1,967,163

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．継続企業の前提に関する注記

当事業年度においては、主要ビジネスである受託開発案件について、顧客の予算削減に伴い当初見

込んでいた案件のうちの数件が顧客の事情により中止・延期となったこと、また、新たに当期より注

力を開始したクラウド開発や IoT システム開発等の事業が当初の見込み計画より進捗が鈍化したこ

と等を主な理由として、売上高は612,013千円と前事業年度の売上高784,864千円と比較して22.0％減

少しました。各利益についても営業損失は103,892千円（前事業年度の営業損失62,166千円）、経常損

失は100,901千円（前事業年度の経常損失66,946千円）及び当期純損失は70,879千円（前事業年度の

当期純損失43,597千円）といずれも前事業年度より減益となり、また当事業年度まで10期連続となる

営業損失の計上が継続する結果となりました。以上のことから、当社は、依然として継続企業の前提

に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在しているものと認識しております。

当社は、こうした状況を解消するため、以下の施策を実施し、当該状況の解消又は改善に努めてお

ります。

当社では、当該状況を解消及び改善するために、当社の強みである組込み＆エッジからクラウドま

でワンストップで開発できる開発力及び技術力と、MVNO事業者として保有するモバイルデータ通信技

術を効果的に組み合わせることで事業展開をより強力かつ効率的に推進することを目的として、令和

４年12月期第１四半期よりセグメント事業を従来のテクノロジー事業及びソリューション事業から変

更し事業構造の見直しを図ることを決定しました。新たな事業セグメントは、IoT化等のニーズを持

つ個別の顧客に対して当社の開発力及び技術力を提供する「エンジニアリングサービス事業」、主に

子会社であるスマートモバイルコミュニケーションズ株式会社（以下「SMC」）がMVNO事業者として提

供する携帯電話やSIMカードの販売を中心とする「MVNO事業」、そしてこれら２事業の要素を組み合わ

せ、IoT化に必要となる組込み＆エッジ，IoTクラウドプラットフォーム，モバイルデータ通信の各領

域における製品やサービス、技術等の強化、拡充を通じてIoTのライフサイクル（計測→収集→蓄積

→分析→活用→制御）を総合的に提供する「Aplix IoT プラットフォーム事業」、以上３つの事業と

なり、今後はこれら３事業における以下の取り組みを通じて収益性の改善に努めてまいります。

エンジニアリングサービス事業においては、すでに現状において実績を積み上げている受託開発の

ほか、当社が保有する組込み・エッジ技術、クラウドプラットフォームやモバイルデータ通信等のサ

ービス・技術に加えて、顧客が求めるシステムを実現するために必要な技術を個々に提供し、顧客が

実現したいサービスや仕組みの開発・運営管理等を行うシステムエンジニアリングサービスを提供し

てまいります。

MVNO事業においては、MVNO事業であるSMCにおいて携帯電話端末やSIMカードの販売を行うととも

に、回線・端末・コンテンツ等の仕入から、販売代理店等の活用、様々な通信プラン設計、他社ブラ

ンド向けの通信サービス提供、契約管理から収納管理までの一連のバックオフィス業務を行うことが
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できる仕組みを構築しているという強みを活かすべく、直販や代理店販路だけではなくOEM販路につ

いても今後さらに強化してまいります。これらの施策を実行することで、安定的に収益獲得が可能な

月額利用料金等のストック収益の増大を目指してまいります。

Aplix IoT プラットフォーム事業においては、当社の主要製品であるロケーションビーコン

「Mybeaconシリーズ」やモニタリングプラットフォームサービス「HARPS」の提供を進めていくととも

に、当社がこれまで培ってきたIoT開発技術とMVNO事業者として保有するデータ通信技術を組み合わ

せ、個別の顧客に対して製品企画・設計・製造・販売、またシステム開発・運営管理等を総合的に提

供してまいります。

当社では、これらの対応策を実行していくことにより売上高の増加、収益性の改善及び営業キャッ

シュ・フローの増加等が可能となり、ひいては当社の財務健全性の向上が実現できるものと考えてお

りますが、事業計画については今後の経済環境の変化による影響を受ける等により、計画どおりに推

移しない可能性があり、この場合当社の財務状況や資金繰り等に影響を及ぼす可能性があります。し

たがって現時点においては、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在するものと認識しており

ます。

なお、計算書類は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の

影響を計算書類に反映しておりません。
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２．重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券
イ．子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法

ロ．その他有価証券

・時価を把握することが極めて
困難と認められるもの

移動平均法による原価法

② たな卸資産
イ．商品及び製品 主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）
ロ．仕掛品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法により算定）

(2) 引当金の計上基準
① 貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま
す。

② 受注損失引当金 受注案件に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末にお
ける受注案件に係る損失見込額を計上しております。なお、
当事業年度末においては計上しておりません。

③ 賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上
しております。

(3) 収益及び費用の計上基準
① 受注制作のソフトウエアに係る収益及び費用の計上基準
イ．当事業年度末までの進捗部分に

ついて成果の確実性が認められ
る契約

工事進行基準

ロ．その他の契約 工事完成基準

(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① 外貨建の資産及び負債の本邦通貨

への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に
換算し、換算差額は損益として処理しております。

② 消費税等の処理方法 税抜方式

３．表示方法の変更に関する注記
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用に伴う変更

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号 2020年３月31日）を当事業
年度から適用し、個別注記表に会計上の見積りに関する注記を記載しております。

４．会計上の見積りに関する注記

該当事項はありません。

５．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 18,640千円

(2) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 34,435千円

短期金銭債務 1,060千円

― 12 ―



(3) 担保資産及び担保付債務
担保に供している資産及び担保付債務は次のとおりであります。

現金及び預金 200,000千円

計 200,000千円

短期借入金 200,000千円

計 200,000千円

６．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高
営業取引（収入分） 32,763千円

営業取引（支出分） 3,056千円

営業取引以外の取引（収入分） 1,003千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 18,049株 376株 ―株 18,425株

８．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

売上原価否認 8,561千円

投資有価証券評価損 9,922

貸倒引当金 245,508

繰越欠損金 7,730,159

その他 20,804

繰延税金資産小計 8,014,956

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 7,720,968

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引
当額

275,782

評価性引当額小計 7,996,750

繰延税金資産又は負債（△）の純額 18,205

９．リースにより使用する固定資産に関する注記
機械、運搬具及び工具器具備品の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約により

使用しております。
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10．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種類 会社等の名称

議決権等の

所有(被所有)

割合(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

期末残高

(千円)

子会社

スマート

モバイルコミュニ

ケーションズ株式

会社

所有

直接100.0

営業取引、

資金の貸付及

び役員の兼任

受取利息 1,003
その他

流動資産
―

連結納税精算 28,590
その他

流動資産
28,590

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
資金の貸付に係る利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

11．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 88円17銭

(2) １株当たり当期純損失 3円20銭

12．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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